
 

アンケートの集計結果について(13 年間の調査で得られた知見) 
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1. 背景および目的 

一般社団法人土壌環境センター技術委員会では土壌環境センター会員企業（以下「会員企業」）を対象に

土壌・地下水汚染対策として実施した技術等の動向把握を目的として、アンケート形式で継続的な調査を行っ

ている。調査は平成 22 年度から令和 4 年度実績（以下「集計期間」）まで 13 年間実施されているが、土壌汚

染対策法の改正や「土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン」の改訂（第 2 版 1）並びに

第 3 版 2））を通じて調査結果 3)～15)にどのような変化があったのかを調べるため、調査開始以来の設問項目か

ら比較可能な項目を抽出し、回答を基に経年変化の状況を分析した。その結果、対象とする汚染物質や対策内

容などについていくつかの知見が得られたので報告する。 

 

2. 調査結果の整理方法 

アンケートは、会員企業が元請として受注した案件（サイト）

の対策工事を対象とし、採用した土壌・地下水汚染対策の適用技

術について、設問ごとに選択肢の中から該当するものを選択する

形式としている。総サイト数の変化は図-1 のとおり変動が大き

く、各年度の調査結果を単純比較する整理方法では傾向がつかみ

にくいと考えられたため、設問項目で設定した選択肢への回答数

を基に、次の 3 つの方法で年度順に並べる（項目別年度集合グラ

フ）ことにより、特徴的な傾向が現れるのかを検証した。 

a) 設問項目で設定した選択肢への回答数を並べ、件数増減によ

り傾向を把握する。（以下「件数集合グラフ」、図表題「件数」） 

b) 設問項目で設定した選択肢への回答数について、項目の総回答数に対する百分率を求め、百分率の変動

により傾向を把握する。（以下「百分率集合グラフ」、図表題「百分率」） 

c) 年度毎、設問毎に母数が変わり、全体件数の割合が分かりにくいため、回答数の平滑化のため、回答数を

その年度の総サイト数で割って 100 をかけた値を算出し、同じレベルで回答選択の経年変化を把握する。

（以下「構成比率集合グラフ」、図表題「構成比率」） 

なお、集計期間中以下に示すデータ集計方法の違いや、設問項目への回答に際しての選択肢に変更があっ

たことにご留意願いたい。 

① 「年度」は実績年度で、各年の 4 月 1 日より翌年 3 月 31 日の期間。  

② 平成 22 年度は対策契機の設問項目の選択肢に「14 条契機」は無。 

③ 平成 27 年度までは、設問項目「地下水の水質の測定」は、それ以降とは水質測定の内容が相違。 

④ 「1,4-ジオキサン」は平成 28 年度より設問項目の選択肢に追加。 

⑤ 「クロロエチレン」は平成 28 年度から平成 30 年度の間、設問項目の選択肢に追加。 

⑥ 「自然由来等土壌利用施設」は令和元年から設問項目の選択肢に追加。 

 

3.調査結果 

3.1 対策の契機 

対策の契機の集計別集合グラフを図-2 に示す。なお、以降の集合グラフすべてには参考として、2.③から 
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   図-1 総サイト数の変化 3)～15) 

総サイト数 
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⑤の事項を示すため平成 27 年度と平成 28 年度の間に青色の線（質問変更）、2.⑤⑥および平成 31 年度の土

壌汚染対策法改正時期を示すため平成 30 年度と令和元年度の間に赤色の線（法改正）を引いている。 

集合グラフの内、左図の件数集合グラフの変化を見てみると、「法契機」については総サイト数が年度ご

とに増減しているにもかかわらず増加傾向で、特に平成 30 年度から令和元年度にかけての増加が顕著であ

る。他の契機については特に傾向は見られない。しかし、百分率集合グラフや構成比率集合グラフを見てみる

と、「法契機」については件数集合グラフと同様に増加傾向を示しているが 、「自主契機」は集計期間で減

少傾向であった。「条例等契機」は特に傾向は見られない。「14 条契機」では元の回答数が少ないためはっ

きりとは言えないが、令和元年より傾向が変化し、低く推移しているようであった。 

3.2 対策を行った汚染物質  

対策を行った汚染物質の集計別集合グラフは図-3 の通りとなった。なお、回答数の少ない農薬、PCB、ダイ

オキシン類、1,4-ジオキサン、平成 28 年度から平成 30 年度の間回答項目に追加されたクロロエチレンは表記

を省略している。 
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図-3対策を行った汚染物質 項目別・集計法別の集合グラフ 3)～15) 

58件

71件

378件

102件

69件

285件

17件

76件

37件

280件

13件

83件

72件

243件

33件

86件

80件

311件

36件

103件

57件

318件

32件

105件

74件

348件

31件

113件

61件

448件

40件

102件

104件

295件

21件

159件

65件

276件

12件

143件

74件

332件

19件

153件

51件

227件

21件

124件

50件

208件

9件

0件 100件 200件 300件 400件 500件

法
契
機

条
例
等
契
機

自
主
契
機

十
四
条
契
機

11%

14%

75%

22%

15%

60%

4%

19%

9%

69%

3%

19%

17%

56%

8%

17%

16%

61%

7%

20%

11%

62%

6%

19%

13%

62%

6%

17%

9%

68%

6%

20%

20%

57%

4%

31%

13%

54%

2%

25%

13%

58%

3%

34%

11%

50%

5%

32%

13%

53%

2%

0% 20% 40% 60% 80%

b)百分率 a)件数 c)構成比率 
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件数集合グラフではどの汚染物質も近年は減少傾向を示しているが、百分率、構成比率の集合グラフで

は、「有機塩素系化合物」は平成 26 年度以降ほぼ横ばい、「重金属等」は平成 29 年度で一時減少したが、以

降は増加傾向にある。「ベンゼン」、「油分」については多少の波があるものの、減少していることが読み取

れる。「その他の汚染物質」は揮発性有機化合物や、令和 4 年度では硝酸・亜硝酸が汚染物質として多く回答

があった。 

3.3 対策 

 対策の集計別集合グラフは図-4 の通りとなった。なお、本グラフでは回答数の比較的多い「地下水の水質

の測定」、「土壌汚染の除去」、「地下水のみの原位置浄化」、「地下水汚染の拡大の防止」、「舗装」、

「その他の対応」を表示している。 

「地下水の水質の測定」は「2.④」で示した通り、平成 27 年度までは措置以外の、例えば措置後のモニタ

リングなども含んでいたため回答数が多かったが、平成 28 年度以降は質問方法を変え、措置後のモニタリン

グなどは「その他の対応」に含めたため、少ない件数（20 件前後）となり、そのまま横ばいとなっている。

反面「その他の対応」の回答数が多くなっている。 

「土壌汚染の除去」は件数集合グラフでは平成 28 年度頃から徐々に減少しているようにみられたが、百分

率、構成比率の集合グラフでみてみると、平成 22 年度から減少傾向にあったものの、平成 31 年度の土壌汚染

対策法改正時期頃から横ばいへと変化してい

る。 

「地下水のみの原位置浄化」は平成 29 年

度に前年度約半数の件数となって以降横ば

い、「地下水汚染の拡大の防止」は平成 29

年度以降減少に転じている。 

3.4 土壌汚染の除去の内容 

土壌汚染の除去の内容の集計別集合グラフ

は図-5 の通りとなった。選択項目は 2 つなの

で、b)百分率集合グラフは省略する。 

件数集合グラフでみると、「掘削除去」、

「原位置浄化」とも近年減少傾向であるよ

うに見えるが、構成比率集合グラフでみる
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図-5土壌汚染の除去の内容 項目別・集計法別の集合グラフ 
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と、「掘削除去」は平成 30 年度までは減少していたが、令和元年度で上昇し、その後横ばいとなっていて、

土壌汚染対策として「掘削除去」減少の方向性は見られない。 

一方「原位置浄化」は令和元年度以降件数集合グラフ、構成比率集合グラフとも減少傾向となっている。 

3.5 掘削除去した汚染土壌の区域外処理先 

 掘削除去した汚染土壌はそのほとんど（平均で 96％）が区域外処理されるが、その処理先を集計別集合グ

ラフ図-6 に示した。なお、令和元年から区域外処理先として「自然由来等土壌利用施設」の選択肢を追加し

ているが、回答件数が少ないのでグラフには記載は省略した。 

各集計法とも、「セメント製造施設」は減少傾向、「埋立等処理施設」は僅かではあるが少なくなってお

り、「分別等処理施設」は増加の傾向を示していた。「浄化等処理施設」は件数、百分率の集合グラフではそ

の傾向は掴みづらいが、構成比率集合グラフでみてみると、平成 29 年度で一度減少し、その後は増加に転じ

ている。これは「3.2 対策を行った汚染物質」で示した「重金属等」の比率が増加した影響もあるものと思わ

れる。 

3.6 原位置浄化 

原位置浄化の集計別集合グラフは図-7 の通りとなった。なお、この原位置浄化には「地下水のみの原位置

浄化」も含まれている。 

百分率集合グラフでみてみると「生物処理工法」は原位置浄化の主な対策となっており、近年は 50％程度

の割合となっている。「抽出工法」は平成 28 年度までは 40％近くを占めていたが、近年では 20％から 30％

程度である。「化学処理工法」は令和元年度で 25％となっていたがその後は低下している。 

 

4. まとめ 

一般社団法人土壌環境センター技術委員会で会員企業を対象に平成 22 年度より行っている「土壌・地下水

汚染対策の適用技術に関してのアンケート」について令和 4 年度までの 13 年間集計の調査結果 3)～15)を、設問

項目から比較可能な項目を抽出し、「件数」、「百分率」、「構成比率」3 つの方法で算出した数値の集計処

理をして、その経年変化の状況を分析したところ、次のような知見が得られた。 
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図-6 掘削除去-区域外処理先 項目別・集計法別の集合グラフ 
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対策の契機では、「法契機」は総サイト数の変化が大きいにもかかわらず件数は増加傾向にあった。「自

主契機」は総サイト数の変化に連動するように変化しているが、構成比率で見てみると減少傾向となってい

た。 

対策を行った汚染物質では、まず「有機塩素系化合物」は百分率、構成比率では平成 26 年度以降ほぼ横ば

い、「重金属等」は平成 29 年度で一時減少したが、以降は増加傾向にある。「ベンゼン」、「油分」につい

ては多少変動があるものの、減少しており、油汚染件数が減っていることが推察された。 

対策については、まず「土壌汚染の除去」は百分率、構成比率でみてみると、平成 22 年度から減少傾向に

あったものの、平成 31 年度の土壌汚染対策法改正時期頃から横ばいへと変化していることが見て取れた。 

「地下水の水質の測定」、「地下水のみの原位置浄化」、「地下水汚染の拡大の防止」など地下水に関係

した対策は、減少あるいは少ない回答数のまま横ばい傾向であることがわかった。 

対策のうち土壌汚染の除去の内容は、件数で表示すると「掘削除去」、「原位置浄化」とも近年減少傾向

であるように見えたが、構成比率でみると、「掘削除去」は平成 30 年度までは減少傾向であったものの、令

和元年度で上昇、その後横ばいとなっていて、「掘削除去」の減少は停滞していると思われる。「原位置浄

化」は令和元年度以降件数、構成比率とも少なくなっている。 

掘削除去した汚染土壌の区域外処理先は、各集計法とも、「セメント製造施設」の減少傾向、「分別等処

理施設」は増加傾向が特徴的で、「埋立等処理施設」僅かではあるが少なくなっていた。「浄化等処理施設」

は、構成比率でみてみると、平成 29 年度で一度減少し、その後は増加に転じている。これは「重金属等」の

傾向と連動しているものと思われた。 

原位置浄化は百分率でみてみると「生物処理工法」が主な対策となっており、近年は 50％を少し下回る割

合となっている。 

 

5. おわりに 

本報告では、土壌汚染対策法の改正や「土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン改

訂」1),2)の結果、長期にわたりどのような変化があったのかについて取りまとめたが、令和 4 年度のみの実態

調査の結果 16)、過年度調査結果との比較、検討 17）についても別報にて報告する。 

最後に、今回の調査にご協力頂いた会員企業の皆様に感謝するとともに、今後も同様に調査への協力をお

願いしたい。 
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